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れる江戸の町は，実はその倍の 1,637 町から成り立っていた3。これらの町々は 17,600 筆
の沽券地で構成されており，その沽券金高は合計 700 万両にのぼっていたのである。この
金額がどれほど莫大だったことか――以下の数値と比較するとわかりやすい。たとえば，








った。その理由を考えてみると，大きく 2 点が浮上する。 
 第 1 に，従来の研究は，商人・地主による土地資本の拡大を，不動産への投資活動と明
確に意識してこなかった。近世経営史研究の関心は，草創期から都市商人の商業資本形成
にあったものの， その分析対象は1970年代前半まで動産を主とした6。 不動産への関心は，
                                                  
1  吉田伸之『近世巨大都市の社会構造』東京大学出版会，1991 年，169 頁。 
2  松本四郎『日本近世都市論』東京大学出版会，1983 年，232 頁。 
3 1 ～21 の名主番組と品川・吉原地区の合計。 
4  大口勇次郎「幕府の財政」新保博・斎藤修編『近代成長の胎動』 （日本経済史 2） ，岩波
書店，1989 年，所収，130～131 頁。米方収支の 1 石を 1 両と換算。 
5  石川健次郎・安岡重明「商人の富の蓄積と企業形態」安岡重明・天野雅敏『近世的経営
の展開』 （日本経営史 1）岩波書店，1995 年，所収。 
6  江頭恒治『近江商人中井家の研究』雄山閣，1965 年；森泰博『大名金融史論』大原新生
社，1970 年；安岡重明『財閥形成史の研究』ミネルヴァ書房，1970 年（増補版，1998
年） ；作道洋太郎『近世封建社会の貨幣金融構造』塙書房，1971 年。 
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で沽券金高が上昇したのか， さらに， 17～18 世紀転換期に商人という商人がどうして江戸
町屋敷の集積に力を注いだのか，明確な理由を示してはいない。 
                                                  
7  大石慎三郎『封建的土地所有の解体過程――第Ⅰ部寄生地主的土地所有の形式過程』御
茶の水書房，1958 年。 




9  斎藤修「徳川後期における利子率と貨幣供給」梅村又次ほか編『日本経済の発展』 （数量
経済史論集 1）日本経済新聞社，1976 年，所収，289～294 頁。 
10  玉井哲雄『江戸町人地に関する研究』近世風俗研究会，1977 年。 
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  第 2 の課題として，町屋敷の地貸・店貸によって獲得される地代・店賃の位置づけ方に





























                                                  
11  幸田成友『江戸と大阪』冨山房，1995 年，54 頁。 
12  松本『日本近世都市論』 ，281 頁。 
13  北島正元『近世の民衆と都市――幕藩制国家の構造』名著出版，1984 年，第 4 章。 
14  吉田『近世巨大都市の社会構造』 ，1991 年，169 頁。 



























  日本橋界隈の町々のなかでも，小舟町22のロケーションは非常に独特であった23。図 1
は，小舟町を中心とする日本橋北地区の位置関係を表す。小舟町は，北が堀留町 1 丁目か
ら東西の堀留川に挟まれて突出し，南は日本橋川で囲まれ，ちょうど半島のような形の北
                                                  
17  渡辺尚志『近世の豪農と村落共同体』東京大学出版会，1994 年，第 1 編。 
18  鷲崎俊太郎「江戸の土地市場と不動産投資：収益還元法による地代・地価分析」 『社会
経済史学』第 73 巻第 2 号（2007 年 7 月） 。 
19  所三男『近世林業史の研究』吉川弘文館，1980 年。 
20  大石『封建的土地所有の解体過程』 ；菊地利夫『続・新田開発』事例編，古今書院，1986
年；喜多村俊夫『新田村落の史的展開と土地問題』岩波書店，1981 年。 
21  水野潔「尾州商人神戸家の江戸町屋敷経営」 『法政史論』第 16 号（1988 年 3 月） 。 
22 1603（慶長 8）年の町割では下舟町と唱えていたが，1720（享保 5）年に小舟町と改称
した（ 『東京府志料』1，都政史料館，1959 年，268 頁） 。煩雑を避けるため，本稿では小
舟町に統一する。 
23  以下，小舟町の概要は，白石孝「日本橋堀江町・小舟町商業史覚書――問屋と街」 『三
田商学研究』第 41 巻第 2 号（1998 年 6 月） ，23～32 頁を参照。 
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 東部に位置していた。 西堀留川の東河岸では， 古くから江戸湊としての活動が盛んだった。
とくに， 1 丁目の河岸は米の荷揚場として著名で， 多くの米問屋が小舟町に立地していた24。
同丁の商業的重要性は，沽券金高からも確認される。図 1 の記号は，1744 年作成の「寛
保沽券図」 から求めた小間高 （20 坪あたりの沽券金高） の大小関係を表す。 それによると，
小舟町 1 丁目は総沽券金高 22,630 両，総坪数 1,292 坪（京間 61 間尺 7 寸）とあるので，
平均の小間高は 350 両と計算される。この小間高は，図 1 に示した町のなかでは，堀留町



















  神戸家が小舟町 1 丁目の地所（表間口京間 9 間 1 尺，奥行 20 間 5 尺 9 寸，坪数 192.35
坪）を購入し，地貸・店貸経営を開始したのは，まさに材木商から地主経営へと移り変わ




島東湊町 1 丁目（現・中央区新川 2 丁目）に常駐したと考えられている。阿寺山の伐出し
の際，奈良茂や冬木屋から金子を受け取ったのも彼だった。その為替手形には，彦七が 3
月付で 2,000 両， 6 月付で 2,800 両の金子を， 彼ら材木商から受け取ったと記されている29。
                                                  
24  『新修日本橋区史』 ，1937 年，71，444 頁。 
25  所『近世林業史の研究』 ，702～709，814～822 頁。 
26  大石『封建的土地所有の解体過程』 ，256～263 頁。 
27  以下， 「神戸家」は，名古屋を拠点とする犬山屋神戸家を指示する。 
28  以下，神戸家による小舟町町屋敷の購入過程については，水野「尾州商人神戸家の江戸
町屋敷経営」 ，38～47 頁を参照。 
29  大石『封建的土地所有の解体過程』 ，262 頁；林玲子「元禄期の江戸町人」西山松之助
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  ここからは，神戸家の町屋敷経営について 50 年間の収支構造を分析し，その意義を考
えてみたい。 




である。1 冊の「店賃之覚」には，原則として 2 か月分の収支が記録される。神戸家の場
合，多少の欠損はあるものの，半世紀におよぶ 224 冊もの「店賃之覚」が残されている。










                                                                                                                                                  
編『江戸町人の研究』第 1 巻，吉川弘文館，1972 年，所収，184～185 頁。 
30  東湊町 1 丁目は，寛永期から奈良茂の本宅があった場所として知られる（林「元禄期の
江戸町人」 ， 181 頁） 。 すなわち， 元禄時代の霊岸島は， 幕藩権力と結びついた御用商人と，
生産地に密着した仲買商人の集積地点と位置づけられる。 
31  以下，断りのない限り，出典は，尾張国名古屋元材木町犬山屋神戸家文書（国文学研究
資料館蔵） 「江戸下船町屋敷店賃帳」元禄 8～宝暦 6 年（あ 2930～あ 2935） ， 「店賃之覚」
元禄 8～宝暦 2 年（あ 2936～3160）である。解題と残存状況は， 『尾張国名古屋元材木町
犬山屋神戸家文書目録』その 1（史料館所蔵目録第 61 集）を参照。 








代は発生し得なかったので， 「河岸地占有権」 は無償で賃貸借されていた。 このようにして，
表店 1 坪の店賃は月額 7.3～10 匁に設定されていた。図 2 で，河岸地が「米上ゲ場」 ・ 「米
ヅミ場」 と名づけられた以上， 表店層は米穀の問屋・仲買を生業としていたと推定される。
その一例として，1696～1752 年に(2)・(7)を賃借した太田市兵衛は，1744（延享元）年の
史料に小舟町 1 丁目の米商と記録されている34。 
  裏坪の中央には路地が貫通し， その北側に 5 戸の中店(10)～(14)と 1 棟の石蔵(15)が， ま
た南側に 1 棟 3 戸割の石蔵(16)～(18)が， さらに東面には 5 戸の裏店(19)～(23)が建ち並ん
でいた。中店と裏店は「店賃」と表示されているので，それぞれ上家付きで賃貸されたと
推測される。月額の店賃は，中店で 1 坪 2.5～3.2 匁，裏店で 3.3～3.7 匁に設定されてい
た。裏店が中店よりも高く評価されたのは，新道に面することで「表」の機能を備えてい
たからであろう。裏坪の蔵敷料については，(15)が月額 1 坪 7.0 匁，(16)～(18)が同 5.6 匁




一  金壱両三分銀五匁      表店  伊藤作兵衛      (1)・(5) 
一  金壱両壱分       表店  多山七兵衛      (3)・(8) 
一  金壱両三分銀拾壱匁      表店  樋口七郎兵衛      (4)・(9) 
一  金三分銀五匁      中店  野村道悦      (10) 
一  金弐分銀拾三匁弐分五厘  中店  来家太七      (11)・(12) 
一  金弐分銀五匁      中店  越前屋弥左衛門     (19) 
一  金三分銀五匁      裏店  大野方庵      (20) 
一  金壱分銀七匁五分      裏店  伊勢や伝三郎      (21) 
一  金弐分       裏店  中村八郎兵衛      (22) 
一  金壱分銀七匁五分      裏店  前方長兵衛      (23) 
一  金壱両銀拾匁      石蔵一戸前     伊藤市左衛門  (15) 
一  金三分銀弐匁三分六厘    石蔵三戸前内壱戸前  与茂七郎兵衛  (16) 
                                                  
33  小林信也『江戸の民衆世界と近代化』山川出版社，2002 年，179 頁。 
34  『新修日本橋区史』 ，448 頁。 
35  「店賃之覚」元禄 8 年 9 月 10 月（あ 2936） 。括弧内の数値は筆者が加筆したもので，
図 2 の地面に対応する。 
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 一  金三分銀拾匁弐分六厘    石蔵三戸前内壱戸前  古市五郎兵衛  (17) 
一  金三分銀弐匁三分六厘    石蔵三戸前内    壱戸前明分    (18) 
一  金弐分       表  河岸ノ蔵壱戸前      (6) 
一  金弐両       表明店        (2)・(7) 
  〆金拾両弐分銀八拾壱匁八分七厘 
  此金壱両壱分銀六匁八分七厘 
        両替六拾目 
  金銀合  拾壱両三分銀六匁八分七厘 
    右ハ明蔵明店のけ取立辻 







  地代・店賃・蔵敷料， および総収入は， 以後の半世紀に， どのような変遷を遂げたのか。
文末の付表 1 には，表坪・裏坪の店賃・蔵敷料について毎月 1 坪の価格を示した。これら
の系列をグラフ化したのが， 図 3(1)である。 同図によると， 神戸家町屋敷の地代・店賃は，
1700 年代初頭の宝永期，1710 年代末の享保期，1730 年代中頃の元文期に，転換の局面を
迎えていた。 
  宝永期の変化は，相次いで発生した大火に由来する。1704（元禄 17）年 1 月の大火は，
神戸家町屋敷の河岸蔵と裏坪の石蔵 1 棟を除く全てを焼失させた。この被害を受けて，家
守の太七は，店賃を次のとおり減額した。すなわち，この町屋敷の店賃は，表店・裏店と






  幕府は 1718（享保 3）年閏 10 月に新金銀通用令を発令し，旧金（慶長金・元禄金・宝
永金）に使用期限を設けて，新旧金貨の強制的な交換を促した。だが，この通用令では，
地代・店賃の交換比率について何も触れてなかったため，幕府は翌年 6 月，地代・店賃に
                                                  
36  ただし，河岸蔵ごと借り受けていた表店の借主(2)～(3)には，店賃の 4 分の 1 を減額し
た。 








～12 月分からである。この 4 か月分は，旧金 2 に対して新金 1 と換算し，旧金で収取し
た店賃を新金で送金した。そして翌年 1～2 月分の送金からは，新金で収取を行った。新
金通用まで，発令から 1 年以上の歳月を要したのである。 






う命じている39。 しかし， 北島自身も 「この地代・店賃の引き上げがどこまで徹底したか，
地借・店借層のこれまで示した根強い抵抗を考えれば疑問としなければならない40」と批
判するように，実際に 3 割半の割増は高すぎたようである。 「店賃之覚」から，改鋳前後
の店賃を比較すると， 表店店賃は 1734～39 年の 5 年間で， 月額 1 坪 5 匁から 6.25 匁へと
2 割 5 分の上昇に留まっていた。京都の事例ではあるが，消費者物価指数が 1733～41 年








1(2)（数値は付図 2 系列 A）のように連続的な様相を呈していた。したがって，収入の増
減を促す要因が町屋敷経営の内部にも存在していたと考えられる。これを，内生的要因と
名づけてみよう。 
  そこで再び図 1(1)を見ると，蔵敷料が宝暦期以降も一定だった点に注目が集まる。蔵地
                                                  
38  『正宝事録』1660。 
39  『正宝事録』2441。 
40  北島『近世の民衆と都市』 ，262 頁。 















  実際，神戸家の町屋敷空間はどんな変化を遂げたのか。図 4 は，地借・店借の名前から
元文年間の間取り図と判断されるが， 「店賃之覚」の記録をたどると，このような空間配置




化した。 すなわち， 蔵地からの収入 1704 年までに 20％台に留まっていたが， 被災後の 1706
年からは 40％台まで上昇した。そして，早くも 1707 年には表店の収入比率を上回り，そ
の比率を 1740 年代後半まで維持した。 神戸家の町屋敷収入は， 表店依存体制を脱却して，
表店と蔵地を車の両輪とする体制へと変遷を遂げたのである。 










                                                  
42  岩淵令治 「江戸の都市空間と住民」 高埜利彦編 『元禄の社会と文化』 （日本の時代史 15）
吉川弘文館，2003 年，所収，249～252 頁。原史料は『江戸町触集成』5598。 









  まず，享保期から地主立の明蔵率が増加した。地主立の土蔵とは，具体的に図 2(15)＝
図 4(12)を指示する。この土蔵は表店店賃に匹敵するほどの蔵敷料で賃貸されており（付
表 2 系列D） ，2 度の大火にも持ち堪えた。しかし町屋敷購入後，20 年も経過すると，老朽
化してきたのか，明蔵が顕著となる。そこで 1733（享保 18）年，太七はこの土蔵は新築
し，蔵敷料を 2 割 3 分引き上げた。とはいえ，その資金を回収するまでには，23～24 年
の歳月を要した44。その後，神戸家は 1744 年にも新たな土蔵 2 棟を中地に普請した45。表




  その証拠として，享保期以降，表店の明店率も上昇した。とりわけ，図 2・図 4 の表店
(3)～(4)に関しては，借り手を見つけるのに苦労した。(4)は，1725（享保 10）年から 41
か月間も明店の状態が続き，その後 8 か月間は借り手が付いたものの，再び 20 か月明地






賃を 1 坪 6.25 匁から 5.3 匁へ引き下げ，その 4 年後には，新築土蔵(12)の蔵敷料を 2 割減
額されるのに成功したのである。 
  以上の事例から， 表店の収益力は 1710 年代から 30 年間で急激に低下していったと理解
できる。その理由について，家守の太七は直接語ることはなかったが，市中全体の土地利
用に着目すると，いくつかのポイントが浮かび上がる。 
 第 1 に，享保期を通じて，江戸町方の土地供給力が相対的に上昇していた。江戸の町人
                                                  
44  「表店土蔵二ヶ所普請入目之覚」享保 17 年（あ 3166） 。普請費用（金 17 両 3 分銀 11
匁 3 分）を元文金建に換算し，蔵敷料（1 両 1 分）で資本還元を行った。 
45  「土蔵弐か所普請諸入用之覚」延享元年（あ 3168） 。 
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和点に達していた。1721～47 年の 26 年間で人口の 1 割が減少した結果，土地・住宅に対
する需要は大きく減少していた。享保期以降，明地・明店は江戸全体の社会問題だったの
である49。 





















                                                  
46  以下，江戸町人人口の数値は，幸田成友『幸田成友著作集』第 2 巻，中央公論社，1972
年，折込表の「町方支配場人口」に基づく。 
47  「享保撰要類集」 「有徳院殿御実紀」 『東京市史稿』産業編第 12，1968 年，所収，364
～365，770 頁。 
48  玉井哲雄『江戸――失われた都市空間を読む』平凡社，1986 年，118，121 頁。 
49  北島『近世の民衆と都市』 ，257 頁も参照。 
50  鈴木直二『増補・江戸における米取引の研究』柏書房，1965 年，201 頁。 
51  白石「日本橋堀江町・小舟町商業史覚書」 ，29～30 頁。 
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 １.元禄期の支出構造 
  まず，町屋敷経営の支出構造を確認してみよう。史料 2 は，史料 1 と同じ 1695 年 9 月




一  銀三匁   油 
一  同三匁   ごみ銭 
一  同弐拾目三分八厘  晦日銭 
一  同三匁三分六厘  番銭 
一  同五匁弐分   やね番銭 
一  同弐匁七分   町人足弐人 
一  銀五匁九分   自身番入目 
     是当番時三度壱度ツヽ酒出シ申入候分 
一  同八分   犬月行事ニ当分時 
     夜ニらうそく弐丁入候分 
一  同拾匁八分   犬飯米壱斗八升 
     是ハ母犬平産仕候 
     但シ母犬弐匹子犬三匹ニたべさせ候分 
一  同弐匁   天水おけ弐ツ  これなわ共ニ 
一  同弐匁壱分   明店ぜう弐ツ  つぼ共ニ 
一  金壱両壱分   太七家守給 
  〆金壱両壱分銀五拾九匁弐分四厘 
  此金三分拾四匁弐分四厘  両替六十め 
  金銀合  弐両拾四匁弐分四厘 
    右ハ九月壱ヶ月入目分 
引残而 
  金九両弐分銀七匁六分三厘 
〔史料 353〕 
一  金拾弐両三分銀八匁四分四厘  子七月分店賃 
   内  金弐両銀六匁五分    七月壱ヶ月分丁役入用 
残  金拾両三分銀壱匁九分四厘 
一  金拾弐両壱分銀六匁八分七厘  子八月分店賃 
   内  金弐両銀拾三匁五分弐厘  八月壱ヶ月分丁役入用 
                                                  
52  「店賃之覚」元禄 8 年 9 月 10 月（あ 2936） 。 
53  「江戸下船町屋敷店賃帳」元禄 8 年 5 月（あ 2930） 。 
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 残  金拾両銀八匁三分五厘 
弐口  合  金弐拾両三分銀拾目弐分九厘 
   内  金八両弐分銀拾匁壱分八厘  普請入用目録有 
     銀七分七厘  手数賃 
指引残而  金拾弐両銀拾四匁三分四厘  請取 









(1)  総支出＝（丁役入用）＋（地主手取分） 
    ＝（丁役入用）＋（普請入用＋純利益） 
    ＝（総費用）＋（純利益） 
 付 表 2 の系列 C～E をもとにして，総支出に対する総費用と純利益の比率を示したのが





















 表3(2)は，町入用 1 か月の金額とその内訳を時系列で示している。神戸家地面の場合，
町入用は同表の 8 項目（系列A～H）に類型化される。これによると，町入用の構造はⅤ
～Ⅵ期に何らかの大きな変化があったと認められる。そこで表 3(3)に，Ⅰ期→Ⅴ期，Ⅴ期
→ⅩⅡ期の変化率を記してみると， Ⅰ期→Ⅴ期には， 晦日銭 （系列A） 55， 町人足 （系列B）
56，月行事57・町寄合費（系列D）といった人件費や原材料費が相対的に高い上昇率を記録
していた。この期間，晦日銭の内訳については明らかとならないが，町人足については元
禄時代から銀納だったという興味深い事実が判明する（史料 2） 。神戸家は，毎月 2～3 人
分の町人足を負担していた。人足 1 人あたりの費用は，1795 年に月額 1.35 匁と設定され
ていたが，1696 年，1704 年，1714 年になると，それぞれ 1.5 匁，2.0 匁，3.0 匁と引き
上げられている。とくに 1714 年 10～11 月には，町人足以外にもさまざまな費用が割増と
なった58。この上昇要因は，銭相場の急騰に由来する。両月の「店賃之覚」を見ると， 「銭
高直ニ付前々ヨリ上リ申候」とある。当時の江戸銭相場を概観すると，1695 年（1 両＝4








3 か月分を事例として表 4 に掲げてみた。それによると，夜廻り銭・番銭の毎月計上され
ていたことが判明する。 おそらくこのころまでに， 家持個々が自警費を負担する体制から，
                                                  
55  月末に各地面の間口割で上納された家持の負担費用を表す。 
56  小舟町の家持に賦課されたと思われる人足役。 その具体的内容までは特定できなかった
が，公役とは別途徴収されていたので，たとえば河岸の荷揚場で従事する日雇費用として
賦課されたものかもしれない。 
57  地主が毎月交代で名主の仕事を補助する役職。 
58  同年に値上がりした費目には， 中番銭 （13.5 匁→16.8 匁） ， 裏新道番銭 （2 匁→2.5 匁） ，
天王祭掛銭（3 匁→4.3 匁）などがある。また，油ごみ銭（6 匁→8.5 匁） ，ろうそく代（9
分→1 匁）といった地面維持費も引き上げられた。 
59  『新稿両替年代關鍵』第 2 考証編，岩波書店，1933 年，285～287 頁。 
60  自身番とは，本来防火のために，地主または家守が交代して町を見廻るために命じられ
たもので，17 世紀半ばには町に義務づけられた（東京都公文書館編『江戸住宅事情』 （都
史紀要 34）東京都生活文化局，1990 年，115 頁） 。番銭も，火の用心や夜廻りの費用を指
すが，店借に費用負担を求めた点で自身番と異なる。 
61  自身番入目は 1718（享保 3）年 10 月，番銭は 1727（享保 12）年 8 月を最後に，町入
用の費目から姿を消した。 





倣って 1723 年の銭相場（1 両＝4 貫 650 文）を 100 とすると，1732 年，1739 年，1747
年には，それぞれ 115，64，109 と乱高下を繰り返していた63。銭相場の不安定性も，町
入用が人件費寄りの構造から脱却を図るのに一役買ったと予想される。 
  なお，表 4 には御役人足という費目が見えるが，これこそ公役銀を表す。町々は，古く
から公役として実際の人夫を差し出してきたが，江戸では 1722（享保 7）年，大岡越前守
忠相の上申により，その銀納化が実現したといわれる。小舟町では，2 月，6 月，11 月に
6 両ずつ，年間 18 両が徴収されていた64。実のところ，神戸家にとって幕府に対する負担
は，この公役銀と町人足，そして綱吉存命中の御犬関係費65に限られた。表 4 から神戸家
が幕府に支払った年間負担額を求めてみても，91.5 匁（公役銀 54 匁，町人足 37.5 匁） ，





分を家持個々が負担してきた（表 3(2)の系列E～G） 。火消の場合，1718 年に町方の火消制
度が整備されてからは，晦日銭のなかで大纏人足と火消道具費が徴収され，さらに個人負
担として火の番・大纏当番， 纏持・幟持人足などが賦課された （系列E） 。 水道に関しては，
上水の浚渫費が晦日銭を通じて町に上納されていたが （表 4） ， 下水の整備 ・ 管理は家持個々
の負担に委ねられた（系列F） 。祭礼費は，6 月の晦日銭で山王祭・天王祭の費用66が賦課
されていた。このほか，毎月上納された天王祭の掛銭や，風水害による神殿・御輿の修復






                                                  
63  『新稿両替年代關鍵』第 2 考証編，290～293 頁。いずれも売値で，年間の最高値。 
64  公役銀の賦課方法は，以下のとおり。まず，役を出す町地を 3 区分し，上は間口京間 5
間，中は 7 間，下は 10 間を 1 役として，1 役につき 1 年人足 15 人ずつを提供する。 「上
中下」は名主番組に付けられた場所柄を意味し，日本橋辺の一番組は「場所柄上」に位置
した（吉田『近世巨大都市の社会構造』 ，44 頁） 。忠相の上申では，人足 1 人につき 1 日銀
2 匁と定められたから，小舟町が 1 年間に負担する公役銀は，銀 2 匁×15 人×（180 間／
5 間）＝金 18 両となる。 
65 「生類憐みの令」を契機に賦課された犬の小屋建設費と養育費。表 3(2)で，その他の出
費がⅠ～Ⅱ期に高まったのは，そのためである。 
66  山王祭は山王日枝神社，天王祭は神田明神摂社の祭礼。ともに 6 月を祭礼月とする。 
16 
 天田家について観察したものである。17 世紀末期から 18 世紀前半にいたる神戸家の「租
税負担率」 は， 徳川時代でも最低水準に位置していた。 その後 20 年間は定かではないが，







差は 1730～50 年代に最大に拡張したと解釈できよう。 
 
３.家守給・地面維持費・普請入用 





動して 2 度の更改が実施されている。享保金が通用した時期（1720～34 年）の給料は，
0.94 両と減額するが，諸物価が半減していたので，実質増の傾向を示す。丁役入用におけ















                                                  






子と考えて， 町屋敷経営の資産利益率を計算してみた。 付表 2 の系列Fがその結果であり，
その平均値，最小値，最大値を明示したのが表 5 である。ここで，沽券金高について少し
説明を加えておこう。小舟町町屋敷の沽券金高が判明するのは，土地が売買された 1695























                                                  




有し，その沽券金高は旧金建で 1,700 両，当前売券で 900 両と評価されている。 
69  渡辺『近世の豪農と村落共同体』 ，第 4 章が事例とした入沢家の江戸町屋敷経営では，
享保～延享期に 6～8％の資産利子率を誇っていたが，短期間だったがゆえに，普請入用を
過小評価した可能性が高い。 
70  賀川『近世三井経営史の研究』 ，164 頁。 
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すると，土地評価額は 1,100～1,600 両台と算出される。この土地を神戸彦七は 2,680 両
で購入したのだから，いくら河岸付だったとはいえ，相当大きな買い物をしてしまったこ
とになろう。 

















                                                  
71  斎藤「徳川後期における利子率と貨幣供給」 ，284 頁。原史料は，宮本又次編『近世大
阪の物価と利子』創文社，1963 年，348～365 頁。 
72  安岡『財閥形成史の研究』増補版，51 頁の第 8 表。 
73  藤田貞一郎「町人請負新田の経営的性格」宮本又次編『大阪の研究』第 4 巻，清文堂出
版，1970 年，所収，538～539 頁。 
74  コンラッド＝タットマン（熊崎実訳） 『日本人はどのように森をつくってきたのか』築





























利益を累計すると，1722 年には沽券金高の 2,680 両を上回った。神戸家は，27 年間かけ
てこの地所の資金回収を終えていたのである。 そして 1754 年までに， 5,000 両もの純益が
同家にもたらされた。 その後も， 神戸家がこの地面を所有したのかは定かではない。 ただ，









                                                 
地資産価値の上昇に大きな貢献を果たした時代だったと考えられるからである75。 
 






























1695 1700 05 10 15 20 25 30 35 40 45 50（両） （％） （％）
蔵敷料 蔵地代 地主立 借主立
1697 元禄10 182.8 46.4 13.0 13.3 27.3 ― 6.7 0.0 3.3 0.0 ―
1704 宝永1 98.1 66.4 ― 13.2 20.4 ― 0.0 ― 0.0 0.0 ―
1706 3 135.1 43.4 ― 15.0 14.8 26.9 0.0 ― 0.0 0.0 0.0
1707 4 146.5 40.0 ― 12.4 13.6 34.0 0.0 ― 18.2 0.0 0.0
1708 5 154.9 40.0 ― 14.6 10.6 34.8 0.0 ― 5.8 18.8 0.0
1710 7 160.8 38.5 ― 14.5 13.5 33.5 0.0 ― 1.9 0.0 0.0
1712 正徳2 145.6 40.2 ― 11.8 13.7 34.2 0.0 ― 0.0 0.0 0.0
1713 3 156.3 39.7 ― 12.0 13.9 34.5 0.0 ― 0.0 0.0 0.0
1714 4 149.0 39.3 ― 13.9 13.4 33.4 0.0 ― 0.0 0.0 0.0
1715 5 146.7 39.9 ― 14.9 11.2 33.9 0.0 ― 0.0 12.5 0.0
1716 享保1 146.2 37.9 ― 12.8 12.4 36.9 13.5 ― 0.0 11.5 0.0
1717 2 139.6 40.6 ― 11.9 11.8 35.7 4.2 ― 4.2 12.5 0.0
1747 延享4 130.6 35.5 ― 12.0 26.4 21.8 27.8 ― 0.0 0.0 0.0




















Ⅰ 1695～99 元禄8～12 3 488.2 25.1 6.5 68.5
Ⅱ 1700～04 元禄13～宝永1 2 326.0 25.9 4.9 69.3
Ⅲ 1705～09 宝永2～宝永6 4 588.7 26.5 20.2 53.4
Ⅳ 1710～14 宝永7～正徳4 4 611.8 25.3 10.1 64.6
Ⅴ 1715～19 正徳5～享保4 3 432.4 32.0 20.2 47.8
Ⅵ 1720～24 享保5～9 4 431.0 29.1 4.2 66.7
Ⅶ 1725～29 享保10～14 5 435.8 32.4 0.2 67.4
Ⅷ 1730～34 享保15～19 5 404.0 32.0 20.0 48.0
Ⅸ 1735～39 享保20～元文4 1 137.1 30.2 0.0 69.8
Ⅹ 1740～44 元文5～延享1 3 407.1 27.2 13.7 59.1
ⅩⅠ 1745～49 延享2～寛延2 2 271.5 27.8 1.1 71.1




総支出 年数 純利益 総費用（１）丁役入用の内訳 （両） （匁） （％）
物品費 修復費 計
Ⅰ 1695～99 29 90.4 187.0 58.1 37.3 4.6 0.0 4.6
Ⅱ 1700～04 39 136.6 210.2 57.3 35.7 7.0 0.0 7.0
Ⅲ 1705～09 60 190.4 190.4 53.8 39.4 5.5 1.2 6.8
Ⅳ 1710～14 57 176.2 185.4 67.0 27.0 5.4 0.6 6.0
Ⅴ 1715～19 47 173.1 221.0 58.3 33.9 6.2 1.5 7.7
Ⅵ 1720～24 52 130.6 150.7 53.2 37.3 6.3 3.1 9.5
Ⅶ 1725～29 62 141.4 136.8 49.6 41.1 7.1 2.2 9.3
Ⅷ 1730～34 61 129.4 127.3 45.6 44.2 6.7 3.4 10.2
Ⅸ 1735～39 12 41.4 207.2 55.0 33.9 5.1 6.0 11.1
Ⅹ 1740～44 47 143.4 183.1 50.9 38.4 6.4 4.3 10.7
ⅩⅠ 1745～49 33 94.7 172.2 45.5 39.6 6.5 8.4 14.9





Ⅰ 1695～99 38.8 4.1 17.7 3.3 0.9 4.6 17.2 22.1 108.6
Ⅱ 1700～04 46.3 5.5 20.8 4.4 0.6 0.5 24.1 18.3 120.5
Ⅲ 1705～09 51.5 5.8 19.0 4.2 0.8 0.7 20.1 0.5 102.5
Ⅳ 1710～14 51.8 5.2 19.7 6.3 0.5 1.8 29.9 9.0 124.3
Ⅴ 1715～19 63.3 7.8 25.7 5.6 1.3 0.3 23.5 1.4 128.9
Ⅵ 1720～24 43.5 3.8 6.4 4.0 8.5 1.2 10.5 2.3 80.2
Ⅶ 1725～29 35.4 3.5 3.3 4.2 5.3 2.0 12.9 1.2 67.9
Ⅷ 1730～34 34.3 3.7 ― 4.4 3.2 0.6 11.0 0.8 58.1
Ⅸ 1735～39 45.0 5.0 ― 6.5 4.8 6.2 28.6 17.8 113.9
Ⅹ 1740～44 44.4 5.0 ― 4.8 6.2 9.6 18.0 5.2 93.2
ⅩⅠ 1745～49 40.1 4.8 0.7 4.3 7.8 0.0 19.7 0.7 78.3
ⅩⅡ 1750～52 45.2 5.0 ― 5.7 5.2 0.6 28.0 0.1 89.6
（３）変化率 （％）
ABCDEFGHI
163 191 145 169 140 6 137 6 119





































地面維持費金（両） 銀（匁） 銭（文） 金（両） 銀（匁） 銭（文） 金（両） 銀（匁） 銭（文）
0.75 0.75 0.75
3,600 3,820 3,820
































































1690 1700 10 20 30 40 50 60 70 80 90 1800 10 20 30 40 50 60 70



















Ⅰ 1695～99 3.8 4.3 4.9
Ⅱ 1700～04 1.7 5.0 6.7
Ⅲ 1705～09 2.6 3.2 4.1
Ⅳ 1710～14 1.9 3.7 4.5
Ⅴ 1715～19 1.9 3.3 5.0
Ⅵ 1720～24 3.4 4.7 5.3
Ⅶ 1725～29 4.0 4.1 4.2
Ⅷ 1730～34 1.6 2.7 4.1
Ⅸ 1735～39 1.3 2.8 3.6
Ⅹ 1740～44 1.9 3.0 3.6
ⅩⅠ 1745～49 -0.1 2.7 3.8




1723～44 享保8～延享1 630 8.5 71.5 20.0 450 0.90 406 8.1 11.3
1745～56 延享2～宝暦6 611 33.6 46.4 20.0 284 1.18 334 6.7 9.3
1757～80 宝暦7～安永9 640 26.1 53.9 20.0 345 1.04 359 7.2 10.0
1781～1800 天明1～寛政12 622 29.7 50.3 20.0 313 1.32 412 8.2 11.4
1801～30 享和1～天保1 640 23.8 56.2 20.0 360 1.03 371 7.4 10.3























利益率（％）家作店賃 蔵敷料 家作地代 蔵敷料 蔵地代
（匁／坪） （匁／坪） （匁／坪） （匁／坪） （匁／坪）
ABCDE
1696 元禄9 10.000 6.500 N.A. 7.000 N.A.
97 10 10.000 6.500 N.A. 7.000 N.A.
98 11 10.000 6.500 N.A. 7.000 N.A.
99 12 10.000 6.500 N.A. 7.000 N.A.
1700 13 10.000 6.500 N.A. 7.000 N.A.
01 14 10.000 6.500 N.A. 7.000 N.A.
02 15 10.000 6.500 N.A. 7.000 N.A.
03 16 10.000 6.500 N.A. 7.000 N.A.
04 宝永1 7.500 6.500 2.600 7.000 N.A.
05 2 10.000 6.500 2.600 7.000 N.A.
06 3 7.500 6.500 2.600 7.000 3.500
07 4 7.500 6.500 2.600 7.000 3.500
08 5 7.500 6.500 2.600 7.000 3.500
09 6 7.500 6.500 2.600 7.000 3.500
10 7 7.500 6.500 2.600 7.000 3.500
11 正徳1 7.500 6.500 2.600 7.000 3.500
12 2 7.500 6.500 2.600 7.000 3.500
13 3 7.500 6.500 2.600 7.000 3.500
14 4 7.500 6.500 2.600 7.000 3.500
15 5 7.500 6.500 2.600 7.000 3.500
16 享保1 7.500 6.500 2.600 7.000 3.500
17 2 7.500 6.500 2.600 7.000 3.500
18 3 7.500 6.500 2.600 7.000 3.500
19 4 5.000 4.875 1.950 5.250 2.625
20 5 5.000 4.875 1.950 5.250 2.625
21 6 5.000 4.875 1.950 5.250 2.625
22 7 5.000 4.875 1.950 5.250 2.625
23 8 5.000 4.875 1.950 5.250 2.625
24 9 5.000 4.875 1.950 5.250 2.625
25 10 5.000 4.875 1.950 5.250 2.625
26 11 5.000 4.875 1.950 5.250 2.625
27 12 5.000 4.875 1.950 5.250 2.625
28 13 5.000 4.875 1.950 5.250 2.625
29 14 5.000 4.875 1.950 5.250 2.625
30 15 5.000 4.875 1.950 5.250 2.625
31 16 5.000 4.875 1.950 5.250 2.625
32 17 5.000 4.875 1.950 5.250 2.625
33 18 5.000 4.875 1.950 6.500 2.625
34 19 5.000 4.875 1.950 6.500 2.625
35 20 5.000 4.875 1.950 6.500 2.625
36 元文1 6.250 6.094 2.600 8.125 3.281
37 2 6.250 6.094 2.600 8.125 3.281
38 3 6.250 6.094 2.600 8.125 3.281
39 4 6.250 6.094 2.600 8.125 3.281
40 5 6.250 6.094 2.600 8.125 3.281
41 寛保1 6.250 6.094 2.600 8.125 3.281
42 2 5.300 6.094 2.600 8.125 3.281
43 3 5.300 6.094 2.600 8.125 3.281
44 延享1 5.300 6.094 2.600 8.125 3.281
45 2 5.300 6.094 2.600 8.125 3.281
46 3 5.300 6.094 2.600 6.500 3.281
47 4 5.300 6.094 2.600 6.500 3.281
48 寛延1 5.300 6.094 2.600 6.500 3.281
付表1　犬山屋神戸家・町屋敷の月間地代・店賃：1696～1752年
裏坪 表坪ABCDE
1749 寛延2 5.300 6.094 N.A. 6.500 3.281
50 3 N.A. 6.094 N.A. 6.500 3.281
51 宝暦1 N.A. 6.094 N.A. 6.500 3.281

















（両） （両） （両） （両） （両） （％）
ABCD EF
1696 元禄9 156.4 54.8 46.1 8.7 普請 101.6 3.8
97 10 182.8 52.2 42.6 9.6 屋敷修復 130.7 4.9
98 11 149.0 47.0 33.7 13.4 小屋 102.0 3.8
99 12 N.A. N.A. N.A. 0.0 122.0 4.6
1700 13 N.A. N.A. N.A. 0.0 169.8 6.3
01 14 N.A. N.A. N.A. 1.1 168.8 6.3
02 15 227.9 48.9 43.6 5.2 普請 179.0 6.7
03 16 N.A. 0.0 N.A. 36.1 普請 99.3 3.7
04 宝永1 98.1 51.3 40.7 10.6 小屋 46.8 1.7
05 2 152.1 66.9 39.5 27.5 普請 85.2 3.2
06 3 135.1 56.4 38.9 17.5 普請 78.7 2.9
07 4 146.5 66.5 39.1 27.3 家守立家 80.1 3.0
08 5 154.9 84.6 38.2 46.4 蔵普請 70.3 2.6
09 6 N.A. N.A. N.A. 0.0 109.6 4.1
10 7 160.8 41.2 37.6 3.6 小入用 119.6 4.5
11 正徳1 N.A. N.A. N.A. 17.5 類火普請 99.4 3.7
12 2 145.6 26.8 25.8 1.0 118.8 4.4
13 3 156.3 50.9 47.9 3.0 普請 105.4 3.9
14 4 149.0 97.7 43.7 54.0 町作事 51.3 1.9
15 5 146.7 55.4 41.9 13.5 蔵普請 91.3 3.4
16 享保1 146.2 96.2 47.6 48.6 類火普請 50.0 1.9
17 2 139.6 73.9 48.7 25.2 類火普請 65.7 2.5
18 3 N.A. N.A. N.A. 0.0 106.8 4.0
19 4 N.A. N.A. N.A. 0.0 134.9 5.0
20 5 N.A. N.A. N.A. 26.0 蔵普請 49.1 3.4
21 6 113.7 39.8 32.7 7.1 上水普請 73.9 5.2
22 7 107.4 31.2 30.9 0.3 76.2 5.3
23 8 104.4 34.0 34.0 0.0 70.4 4.9
24 9 105.5 38.7 27.7 11.0 普請 66.8 4.7
25 10 89.1 29.2 29.2 0.0 59.9 4.2
26 11 84.5 27.7 27.3 0.4 56.9 4.0
27 12 90.5 30.1 30.1 0.0 60.3 4.2
28 13 84.4 27.5 27.0 0.5 56.9 4.0
29 14 87.3 27.7 27.7 0.0 59.5 4.2
30 15 74.1 51.8 24.3 27.5 立家買取 22.3 1.6
31 16 70.9 41.6 26.6 15.0 蔵買取 29.3 2.0
32 17 86.3 60.7 25.9 34.8 表店・蔵普請 25.6 1.8
33 18 84.9 25.7 24.9 0.8 59.2 4.1
34 19 87.9 30.6 27.9 2.8 堀浚 57.3 4.0
35 20 N.A. N.A. N.A. 57.5 蔵普請 19.2 1.3
36 元文1 N.A. N.A. N.A. 0.5 56.1 2.1
37 2 N.A. N.A. N.A. 0.3 95.8 3.6
38 3 N.A. N.A. N.A. 0.3 92.5 3.4
39 4 137.1 41.4 41.4 0.0 95.6 3.6
40 5 N.A. N.A. N.A. 40.3 表店普請 86.7 3.2
41 寛保1 141.8 90.3 34.6 55.7 蔵普請 51.5 1.9
42 2 129.6 35.9 35.9 0.0 93.7 3.5
43 3 135.8 40.4 40.4 0.0 95.3 3.6
44 延享1 N.A. N.A. N.A. 9.4 蔵普請 74.8 2.8
45 2 N.A. N.A. N.A. 0.0 84.1 3.1
46 3 N.A. N.A. N.A. 48.1 表店普請 -1.6 -0.1
47 4 130.8 38.9 35.8 3.1 普請 91.9 3.4
48 寛延1 140.7 39.6 39.6 0.0 101.1 3.8
付表2　犬山屋神戸家・町屋敷経営の収支構造：1696～1754年
Dの内容ABCD EF
1749 寛延2 N.A. N.A. N.A. 3.6 普請 87.1 3.3
50 3 149.3 64.8 32.7 32.0 普請 84.5 3.2
51 宝暦1 165.0 44.4 44.4 0.0 120.6 4.5
52 2 150.3 41.4 36.8 4.6 108.9 4.1
53 3 N.A. N.A. N.A. N.A. 99.0 3.7
54 4 N.A. N.A. N.A. N.A. 100.3 3.7
史料
注
沽券金高（土地評価額）：1696～1719年と1736～54年は2680両，1720～35
年は1431両とする。根拠は，三井家町屋敷の事例に基づく。同家が小舟町2
丁目に所有した町屋敷では，享保金建の評価額（当前売券新金）は，宝永金
建の53％に設定されたからである（三井文庫蔵「所々家沽券附并当前之売
券値段付」享保9年3月（続1547-1））。
丁役入用：「店賃之覚」に記載された毎月計上される経費；
総収入：地代・店賃・蔵敷料の合計；
総支出：丁役入用＋普請入用；
普請入用：地主取分から計上された経費（減価償却費，普請・修復費用）；
純利益：総収入－総支出；
利益率：純利益／総収入；
資産利益率：純利益／沽券金高。
付表1と同じ；
沽券金高：神戸家文書「江戸控家書付」元禄8年5月，水野潔「尾州商人神戸
家の江戸町屋敷経営」『法政史論』第16号（1988年3月），所収，38頁；「寛保
沽券図」『新修日本橋区史』附録，1937年。
表店店賃：町屋敷北側3戸目にあたる表店の1か月あたり1坪の店賃。